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                                                      平 成 2 5 年 1 2 月 9 日 

各  位 
会 社 名 井 関 農 機 株 式 会 社 
代 表 者 名 取 締 役 社 長 木村 典之 
コード番号 ６ ３ １ ０ 
上場取引所 東 証 第 １ 部 
問 合 せ 先 常務執行役員総合企画部長 鈴木 俊一 

(TEL．03-5604-7709) 

 

当社海外子会社および関連会社の事業統合の合弁契約締結に関するお知らせ 

 

当社は、平成 25 年 12 月 6 日開催の取締役会において、中国の連結子会社である井関農機(常州)

有限公司（以下、井関常州）と持分法適用関連会社である東風井関農業機械(湖北)有限公司（以下、

東風井関）との事業統合について、東風井関の株主である東風資産管理有限公司および東風実業有

限公司および上海嘉華投資有限公司（以下、東風汽車グループ）と合弁契約を締結することを決議

いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

  

記 

 

１． 事業統合の背景・目的 

当社は、中国市場をグローバル展開の重要な柱の一つとして、2003 年江蘇省常州市に設立した井関

常州を主要拠点とし、自脱型コンバイン、田植機の製造・販売を行い、2011 年には東風汽車グループ

との合弁会社である東風井関を設立し、拡大を続ける中国農業機械市場への事業展開を図ってまいり

ました。来年からは汎用コンバインの本格販売など、グローバル展開の加速のために、次のステージ

に向けた取り組みを推進しております。 

   また、東風汽車グループでは、中国政府の国際的競争力を持つ有力な農業機械メーカーを育成する方

針のもと、農業機械事業の将来性を高く評価し、東風井関のさらなる事業拡大を重要な方針に位置付

けております。 

このような背景から、当社と東風汽車グループは東風井関および井関常州を統合し、両社が保有する 

技術やノウハウ、販路等の有効活用によりシナジー効果を発揮するとともに、強固な経営体制を構築 

することによって事業基盤の強化を行い、中国市場およびグローバル市場における競争力強化を図る 

ことといたしました。 

 

事業統合会社では、東風汽車グループのブランドや知名度に加え、部品の調達等東風汽車グループ 

の総合力を活用するとともに、当社が持つ、製造、購買、品質、技術、販売、企画などのノウハウを 

それぞれの分野で活用することにより、製品の品質や商品力を向上させ競争力を高めます。 

また、事業統合会社の董事会は、当社からは社長をはじめとする４名の役員と、東風汽車グループも

東風資産管理有限公司の総経理を含め同数の董事で構成され、事業統合会社の最高決議機関として全

体を管理し、強固な経営体制を構築いたします。 

 

    当社は東風汽車グループと共に、中国市場およびグローバル市場の競争環境に打ち勝てる競争力の 

確立に向けて取り組んでまいります。 
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２． 事業統合の当事会社の概要                     （2013 年 11 月 30 日現在） 

商   号 東風井関農業機械(湖北)有限公司 井関農機(常州)有限公司 

所 在 地 中国湖北省襄陽市 中国江蘇省常州市 

代 表 者 董事長 盧鋒（Lu Feng） 董事長 藤田信雄 

主な事業内容 農業機械の製造・販売 農業機械の製造・販売 

資 本 金 80 百万元 13.5 百万米ドル（約 94.6 百万元） 

設   立 2011 年 7 月 2003 年 6 月 

出 資 比 率 
井関農機     50％ 

東風汽車グループ 50％ 
井関農機 100％ 

 

３． 事業統合会社の概要（予定） 

商   号 東風井関農業機械有限公司 

所 在 地 中国湖北省襄陽市 

代 表 者 
董事長 盧鋒（Lu Feng） 

総経理 藤田信雄    
 

董 事 会 

〔東風汽車グループ〕 

盧鋒 （東風汽車公司資本運営部長 

兼 東風資産管理有限公司総経理）

他 ３名 

 

 

〔井関農機〕 

木村典之  （当社代表取締役社長） 

 

木下榮一郎 （当社代表取締役専務取締役）

豊田佳之   （当社常務取締役） 

藤田信雄   （当社常務執行役員） 

主な事業内容 農業機械の製造・販売 

資 本 金 510 百万元（約 81.6 億円） 

設立(登記) 2014 年 1 月 

出 資 比 率 
井関農機     50％ 

東風汽車グループ 50％ 

   ・井関常州は、事業統合会社の 100％出資による子会社となります。 

 

 ４．今後のスケジュール 

   2013 年 12 月中旬：合弁契約書締結 

   2014 年  1 月    ：事業統合（予定） 

 

５．今後の見通し  

本事業統合に伴う当社の業績、財政状態に与える影響につきましては、今後明らかになった時点で 

速やかにお知らせいたします。 

以  上 

 


